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老人医療担当課長　殿
沖縄県後期高齢者医療広域連合事務局
事務局長　榊原　毅
（公印省略）
市町村で制定する後期高齢者医療に関する条例の延滞金の規定について
（再依頼）
後期高齢者医療制度の施行準備につきましては、平素より格別のご高配を賜り御礼申し上げます。
さて、12月４日付けの事務連絡にて延滞金の規定について通知しておりますが、附則に「延滞金の割合の特例」に関する規定が必要ではないかとのご指摘があり、別紙2のとおり、条文の追加をお願い致します。尚、今回市町村条例の参考例（全文）も添付させていただきます。ご参考にしてください。
お問い合わせ：沖縄県後期高齢者医療広域連合　管理課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL963-8012　 FAX964-7785

別紙１（12月４日付事務連絡にて依頼済み）
（延滞金）
第６条　被保険者又は連帯納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合においては、当該納付金額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額が2,000円以上（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる）であるときは、当該金額につき年14.6パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過する日までの期間については、年7.3パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金額を加算して納付しなければならない。ただし、延滞金に100円未満の端数が生じたとき、又はその金額が1,000円未満であるときは、その端数又は全部を切り捨てる。
２　市（町、村）長は、保険料の納付義務者が納期限までに保険料を納入しないことについて特別な理由があると認められるときは、前項の規定による延滞金を減免することができる。
３　第１項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。
別紙２（今回の追加）
　（延滞金の割合の特例）
第３条　当分の間、第6条第1項に規定する延滞金の年7.3％パーセントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（各年の前年の11月30日を経過するときにおける日本銀行法（平成9年法律第89号）第15条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年4パーセントの割合を加算した割合をいう。）年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては当該特例基準割合（当該割合に0.1パーセント未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。
